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研究要旨 

本研究の目的は，効果的・効率的・公正な介護政策のための総合的なベンチマー

ク・システムを開発し，それによって，１）「見える化」による介護予防事業・ケ

アの課題設定，２）効果的な介護予防事業計画・プログラム・ケアのためのエビデ

ンスづくり，３）介護予防事業の効果やケアの質・効率・公正の検証など，マネジ

メント支援ができる基盤を整備することである． 

２つのワーキンググループ（WG）：１)市町村における介護予防（介護予防WG），

２）特別養護老人ホーム（特養）におけるケアの質（ケアの質WG）で研究を進め

た． 

１）介護予防WG
2010～11年度JAGESプロジェクト調査で，全国12道県31自治体の65歳以上の高

齢者169,210人に郵送自記式調査票を郵送配布し，回収し得た112,123票（回答率6
6.3％）データを分析した．ベンチマーク指標を開発し，それらをインターネット

上で閲覧できるベンチマーク・システムを開発した．横断分析で要介護リスクと関

連するベンチマーク指標を明らかにし，地域診断指標としての妥当性を検証した．

既存のコホートデータを用いた縦断分析では，要介護リスクや関連要因を明らかに

した． ２）ケアの質WG： 

特養への訪問調査によるケアの質評価結果を基準とする指標群の基準関連妥当

性をblind studyで検証した．その結果，訪問調査によるケアの質評価得点と要介

護度維持改善率との間の相関係数は0.53～0.85と中～高度の正相関を認め基準関

連妥当性が高いと考えられた． 

本研究によって，介護予防政策とケアの質評価に有用なベンチマーク・システム

あるいはベンチマーク指標群のプロトタイプを開発できた．このような研究に基づ

いて指標群とシステムの改訂を重ねていけば，根拠に基づく政策やケアプラン立案，

現状，プロセス，アウトカムの「見える化」に資する「介護保険の総合的政策評価

ベンチマーク・システムの開発」は実現可能であることが明らかとなった． 

A 研 究目的  

本 研 究 の 目 的 は ， 効 果 的 ・ 効 率

的 ・ 公 正 な 介 護 政 策 の た め の 総 合

的 な ベ ン チ マ ー ク ・ シ ス テ ム を 開
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発 し ， そ れ に よ っ て ， １ ） 「 見 え

る 化 」 に よ る 介 護 予 防 事 業 ・ ケ ア

の 課 題 設 定 ， ２ ） 効 果 的 な 介 護 予

防 事 業 計 画 ・ プ ロ グ ラ ム ・ ケ ア の

た め の エ ビ デ ン ス づ く り ， ３ ） 介

護 予 防 事 業 の 効 果 や ケ ア の 質 ・ 効

率 ・ 公 正 の 検 証 な ど ， マ ネ ジ メ ン

ト 支 援 が で き る 基 盤 を 整 備 す る こ

と で あ る ．  

２ つ の ワ ー キ ン グ グ ル ー プ

（ WG） ： 1)市 町 村 に お け る 介 護

予 防 （ 介 護 予 防 WG） ， 2）特 別 養

護 老 人 ホ ー ム （ 特 養 ） に お け る ケ

ア の 質（ ケ ア の 質 WG）で 研 究 を 進

め た ．  

B 研究方法  

＜介護予防ＷＧ＞ 

平 成 24年 に は ， ① 保 険 者 ・ 事 業

者 を ベ ン チ マ ー ク し て イ ン タ ー ネ

ッ ト 上 で 閲 覧 で き る シ ス テ ム を 開

発 し た ． こ の シ ス テ ム に よ っ て ，

ａ ） 多 保 険 者 ・ 生 活 圏 域 間 ， 事 業

者 間 比 較 に よ る 課 題 把 握 ， ｂ ） プ

ロ セ ス や ア ウ ト カ ム に 関 連 す る 要

因 の 分 析 ， ｃ ） 比 較 対 照 を 用 い た

効 果 の 検 証 な ど を 進 め ら れ る か ，

そ の 可 能 性 と 課 題を 検 討 し た ．  

② JAGES （ Japan 
Geronto l og i ca l  Evalu at io n  Stud y，
日 本 老 年 学 的 評 価 研 究 ） プ ロ ジ ェ

ク ト 2010 -11年 調 査 （ 主 に 自 記 式

郵 送 法 ）で 収 集 し た 112 ,123人（ 回

答 率 66 .3％ ） の デ ー タ を 用 い た 横

断 分 析 を 行 っ た ． （ 鈴 木 佳 代 報 告

「 JAGESプ ロ ジ ェ ク ト 2010 -11調

査 の 概 要 」 「 地 域 診 断 の た め の 分

析 地 区 単 位 に 関 す る 研 究 」

「 JAGES2 01 0 デ ー タ の 都 市 度 分

類 に 関 す る 研 究 」 ， 中 川 報 告 「 任

意 割 当 に よ る 層 化 抽 出 法 を 用 い た

サ ン プ ル の 代 表 性 に つ い て 」 ， 鈴

木 孝 太 報 告 「 介 護 保 険 の 総 合 的 政

策 指 標 ベ ン チ マ ー ク シ ス テ ム の 開

発 に 向 け た 山 梨 県 に お け る 調 査 実

施 の た め の 基 盤 作 成 」 ， 等 々 力 報

告 「 沖 縄 県 南 城 市 に お け る 特 定 健

康 受 診 率 の 地 域 差の 背 景 」 ）  

既 存 の AGES （ Aichi  
Geronto l og i ca l  Evaluat io n  St ud y，
愛 知 老 年 学 的 評 価 研 究 ） プ ロ ジ ェ

ク ト 2003 と 2006 調 査 デ ー タ を 用

い た 縦 断 分 析 （ コ ホ ー ト 研 究 お よ

び パ ネ ル デ ー タ 分析 ） を 行 っ た ．  

こ れ ら の 研 究 に お い て は ， 個 人

レ ベ ル 要 因 の 影 響 を 考 慮 し た 上 で ，

地 域 ・ 人 口 集 団 レ ベ ル 要 因 と 要 介

護 リ ス ク と の 関 連 を 検 討 す る た め

に マ ル チ レ ベ ル 分 析 や 内 生 性 を 考

慮 し た 操 作 変 数 法 （ in s trume nt  
var iab le ） ， Web GIS シ ス テ ム

（ Ins tantAt las®）を 用 い た 分 析 も

行 っ た ．   

③ そ れ ら の 分 析 の 結 果 を ， 保 険

者 に お い て 地 域 診 断 や 介 護 予 防 事

業 の 効 果 評 価 な ど に 応 用 す る こ と

を 目 指 し ， い く つ か の 保 険 者 と の

共 同 研 究 会 を 開 催 し た ． ベ ン チ マ

ー ク ・ シ ス テ ム を 活 用 し た 保 険 者

の 新 た な 取 り 組 み の 事 例 収 集 と 政

策・プ ロ グ ラ ム 評 価 支 援 を 行 っ た ． 

＜ケアの質ＷＧ＞ 

① 先 行 事 例 で あ る イ ギ リ ス に お
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け る ケ ア の ア ウ ト カ ム 研 究 を レ ビ

ュ ー し た ．（ 長 澤 報 告「 介 護 施 設 の

自 立 支 援 の 効 果 評 価 （ ア ウ ト カ ム

評 価 ） に 向 け た イ ン グ ラ ン ド で の

取 り 組 み 」）

② 前 年 度 に 要 介 護 認 定 デ ー タ を

加 工 し て 開 発 し た 要 介 護 度 維 持 改

善 率 な ど の 指 標 を 用 い た 施 設 間 比

較 の 結 果 ， 例 え ば 要 介 護 度 維 持 改

善 率 に 施 設 間 で 最 大 約 41 ポ イ ン

ト も の 差 が み ら れ た ． そ こ で ， 平

成 24（ 2012） 年 度 に は ， 高 齢 者

ケ ア に 詳 し い 3 人 の 4 時 間 に わ た

る 訪 問 調 査 に よ る 評 価 結 果 を 基 準

と し ， こ の 要 介 護 度 維 持 改 善 率 指

標 が ， 特 養 の ケ ア の 質 を と ら え て

い る の か ， 基 準 関 連 妥 当 性 の 検 討

を 行 っ た ． 調 査 は ， 当 該 施 設 の 要

介 護 度 維 持 改 善 率 に よ る 評 価 結 果

を 調 査 員 に は 知 ら せ な い 状 況 で 6
施 設 を 訪 問 し て ケ ア の 質 を 評 価 し

て も ら う 盲 検 研 究 （ b l i nd  s tud y）
デ ザ イ ン で 行 っ た ． 要 介 護 度 維 持

改 善 率 の 算 出 に あ た っ て は ， A）

一 年 後 も 入 所 し て い た 者 だ け か ら

求 め た 要 介 護 度 維 持 改 善 率 ，B）1
年 後 特 別 養 護 老 人 ホ ー ム か ら 退 所

し て い た 者 ［ そ の 大 半 は 入 院 か 死

亡 と 推 定 ］ を 分 母 に 含 め 要 介 護 度

悪 化 と 見 な し た 場 合 の 要 介 護 度 維

持 改 善 率 の 2 種 類 を 用 い た ．

C 研究結果  

＜介護予防ＷＧ＞ 

① 下 図 の よ う な W e b G I Sシ ス テ

ム（ Ins tan tAt las®）を 用 い て イ ン

タ ー ネ ッ ト 上 で ， 自 治 体 間 比 較 ，

校 区 間 比 較 に よ る ベ ン チ マ ー ク の

結 果 を 閲 覧 で き る よ う に し た ． 介

護 保 険 担 当 職 員 を 集 め た 講 習 会 と

共 同 研 究 会 を 行 い ， こ れ ら の シ ス

テ ム へ の 意 見 を 収 集 し 改 善 を 図 っ

た ．  

さ ら に ， 厚 生 労 働 省 の 介 護 予 防

事 業 報 告 で 公 表 さ れ て い る デ ー タ

か ら 5 分 位 を 求 め て ，シ グ ナ ル（ 緑

色 ～ 黄 色 ～ 赤 色 ） で 表 示 し た 結 果

や ， や は り Ins tan t At las®を 用 い

て 地 図 上 に 表 現 し た 結 果 （ 上 図 参
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照 ） な ど も 閲 覧 で き る 「 介 護 予 防

政 策 サ ポ ー ト サ イ ト 」を 開 設 し た ．

http : / / www.yobou_ b m.umi n . jp /  

そ の 結 果 ， ａ ） 多 保 険 者 ・ 生 活

圏 域 間 ， 事 業 者 間 比 較 に よ る 課 題

把 握 に は 有 用 で ， ｂ ） プ ロ セ ス や

ア ウ ト カ ム に 関 連 す る 要 因 の 分 析

も 可 能 だ が 保 険 者 の 担 当 者 だ け で

は 時 間 的 に も 厳 し い こ と ， ｃ ） 比

較 対 照 を 用 い た 効 果 の 検 証 な ど を

進 め ら れ る が ， 評 価 対 象 と な る 介

護 予 防 プ ロ グ ラ ム の 記 述 的 デ ー タ

が 不 足 し て い る こ と な ど の 課 題 が

明 ら か と な っ た ．（ 伊 藤 美 智 予 報 告

「 介 護 予 防 We b ア ト ラ ス を 活 用

し た 自 治 体 ・ 保 険 者 支 援 の 可 能 性

と 課 題 」，山 谷 報 告「 地 域 診 断 に お

け る 介 護 予 防 web シ ス テ ム の 活

用 の 有 用 性 と 課 題 」）

 ② JAGES デ ー タ を 用 い た 横 断

分 析 に よ る ベ ン チ マ ー ク 指 標 の 妥

当 性 の 検 証 で は ， 右 図 に 示 す よ う

に ， 社 会 的 サ ポ ー ト （ 手 段 的 サ ポ

ー ト ） が 豊 か な 保 険 者 ほ ど 要 介 護

認 定 率 は 低 く ， 趣 味 の 会 や ス ポ ー

ツ 組 織 な ど 地 域 組 織 へ の 参 加 割 合

が 高 い 校 区 や 自 治 体 ほ ど ， 認 知 症

リ ス ク 者 割 合 （ 鈴 木 佳 代 報 告 「 組

織 参 加 率 と 認 知 症 リ ス ク に 関 す る

地 域 相 関 」） や 高 齢 者 う つ 得 点

Ger ia t r i c  De pres s i on  Sca l e
（ GDS）平 均 点 が 低 い こ と な ど を

明 ら か に し た ．
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一方で，上表に示すように，地域組織の

種類によって，参加割合が高いほど，その

保険者や校区の要介護リスク者割合が低い

とは限らないことも明らかになった．

（近藤克則・伊藤大介報告「要支援・介

護認定率及び要介護リスクとソーシャル・

キャピタル指標の相関 」，近藤克則・宮

國報告「小学校区におけるソーシャル・キ

ャピタル指標と要介護リスク指標との関連

分析」）

その他，ベンチマーク指標の開発に向け

て多面的な検討を行った．（近藤尚己報告

「介護予防における実用的な健康格差評価

尺度の検討：格差勾配指数・格差相対指数

の活用」，市田報告「平成24年度のベンチ

マークの開発経過について」，羽田・小橋

「高齢者の認知症リスク指標に関連する地

域要因の検討」，菖蒲川報告「ソーシャル

キャピタルの地域傾向の視覚化と地域差に

関連する因子の検討」，近藤克則・伊藤大

介他報告「島嶼に住む高齢者の健康とソー

シャル・キャピタルの関連」，近藤克則・

鄭丞媛他報告「地域要因と手段的日常生活

動作（IADL）低下との関連性の検証」，近

藤克則・芦原他報告「ソーシャル・キャピ

タル指標と自殺率との関連性」，川島報告

「介護予防のベンチマーク開発におけるソ

ーシャル・キャピタルに関わる指標の地域

差に関する研究」，大塚報告「地域高齢者

の低栄養・口腔機能と社会経済的地位―地

域類型による違いに関する研究」）

既存のコホートデータを用いた縦断分

析では，要介護リスクや関連要因を明ら

かにした．例えば，低所得で孤立してい

て趣味のない人において，要介護リスク

は大きくなること（Saito 2012）,自分の
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歯の数が少なく義歯を使っていない者で

3 年後の転倒が多いこと（Yamamoto 
2012），運動をしない人で要介護認定リ

スク（ハザード比：HR）は大きいが，一

人で運動する人よりも組織参加してする

人の HR は有意に小さいこと（Kanamori 
2012），などを報告した．

その他，要介護状態の最大の原因である

脳卒中との関連（尾島報告「脳卒中死亡の

関連要因」）など，要介護リスクと関連する

要因についての分析を行った．（小坂・相田

報告「ソーシャルキャピタルと要介護状態

発生に関するコホート研究」，羽田・藤田報

告「社会的サポートの授受と抑うつの関連」，

金森報告「地域組織への参加と要介護状態

との関連」，斉藤報告「高齢者における相対

的剥奪の割合と主観的健康との関連」，三澤

報告「高齢者における所得格差とうつとの

関連」，近藤克則・中出報告「高齢者におけ

る BMI 別の総死亡，死因別死亡」，山田報

告「Body Mass Index（BMI）と転倒発生

率との関係に関する研究」，藤野報告「居住

年数とソーシャル・キャピタルが健康に及

ぼす影響に関する研究」，吉井報告「高齢者

の SOC （ 首 尾 一 貫 感 覚 ， sense of 
coherence）得点変化の関連要因の探索的

分析」，白井報告「高齢者における健診受診

行動の関連要因ならびに心理的特性と主観

的健康状態との関連の検討」

 武豊町における 1 次予防を意図した地域

介入研究のプログラム評価も行い，二次予

防対象者が 2 割参加していること（竹田報

告「二次予防事業参加候補者は一次予防事

業にどれくらい参加しているか？武豊町

「憩いのサロン」事業参加者の分析」），主

観的健康感では内生性を考慮して，自宅か

らサロンまでの距離を操作変数として用い

た分析を行った結果，介入 8 か月後に主観

的健康感において改善が見られたことなど

を報告した．（Ichida, et al “Does social 
participation improve self-rated health 
in the older population? A 
quasi-experimental intervention study”，
泉田報告「『憩いのサロン』データによる社

会的サポートの増加に与える要因の分析」，

野口報告「GIS 情報を利用した武豊町にお

けるデータによる「憩いのサロン」の効果

分析」）

＜ケアの質ＷＧ＞ 

調査員と当該施設職員に要介護維持改善

率指標によるベンチマーク結果を知らせな

い状況下での blind study で，特養への訪

問調査を行った．それによって得られたケ

アの質評価結果を基準とし，要介護度維持

改善率などの指標群の基準関連妥当性を検

証した．その結果，訪問調査によるケアの

質評価得点と A）一年後も入所していた者

だけから求めた要介護度維持改善率との間
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の相関係数は 0.53 で，B）1 年後特別養護

老人ホームから退所していた者［その大半

は入院か死亡と推定］を分母に含め要介護

度悪化と見なした場合の要介護度維持改善

率との間では，相関係数 0.85 と高い相関を

認めた（下図）．

今回の調査・分析結果では，要介護度維

持改善率と訪問調査によるケアの質の全体

的評価には強い正の相関（r=0.85）が見ら

れた．訪問調査によるケアの質評価を基準

とした場合，1 年後特別養護老人ホームか

ら退所していた者［その大半は入院か死亡

と推定］を分母に含め要介護度悪化と見な

した指標は基準関連妥当性が高いと考えら

れた．（伊藤美智予・冷水報告「要介護認定

データから作成したケアの質評価指標の妥

当性の検証」，伊藤美智予・平野報告「要介

護認定データから作成したケアの質評価指

標の妥当性について」）

D 考察 

本研究の目的であった，効果的・効率的・

公正な介護政策のための総合的なベンチマ

ーク・システムについては，そのプロトタ

イプを開発できた．一方で，システムの開

発・改良・活用に関わって，１）データ入

手段階，２）指標づくり，３）妥当性の検

証，４）表示の仕方，５）活用される条件

づくりなどについて次のような課題が残さ

れている．

１）データ入手段階では，JAGES2010-11
調査の回収率は 66.3％で，この種の調査と

しては低くはないが，それでも 3 分の 1 の

高齢者の状態は把握できない．無回答者に

要介護リスク者が多いことが分かっている

ため，一部の保険者で取り組まれているよ

うに，（基本チェックリスト）無回答者への

訪問調査などによって高い回収率とハイリ

スク者の早期発見が望まれる．一方，大都

市部では，郵送調査だけでも全数を対象に

することは難しいと思われ，地域診断に必

要なサンプリング抽出率などに関する検討

が必要である．特養については，多くの保

険者に依頼をしたものの，個人情報保護な

どを理由に要介護認定データの提供が受け

られなかった．介護保健総合データベース

のデータ活用など，新たな方策が必要と思

われる．

２）指標づくりでは，用いられる指標数は

少なすぎれば，全体像が見えなかったり，

背景要因の分析には不十分であったりする．

一方で，多すぎると「どこから見て良いか

分からない」などの保険者担当者の声があ

った．今回試みたようなコア指標と推奨指

標，参考指標など，指標に階層構造を持た

せるなどの工夫が必要と思われる．

３）妥当性の検証では，指標を作るのは簡

単だが，それが介護予防関連要因やケアの

質を反映しているのか妥当性の検証が，さ
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らに必要である．海外に例があるように，

時間とともに達成率が高くなるなどの状況

変化に伴って指標の見直しも必要である．

また，科学的な妥当性だけでなく，現場や

社会からの受容性も重要である．特にケア

の質評価指標については，業界団体など現

場を巻き込んだ共同研究が必要と思われる．

４）結果の表示の仕方では，GIS やシグナ

ル表示を用いた視覚化が有効と思われた．

今回は，高齢化率が同等の保険者のみで比

較できるフィルター機能をつけたが，人口

規模や人口密度などの指標でも類似した自

治体同士を選んで比較できるフィルターに

対する要望もあった．さらに改善の余地は

あると思われた．

５）活用される条件づくりでは，保険者担

当者がベンチマーク・システムを，実際の

政策のマネジメントに使えるようにするた

めには，ベンチマーク・システムそのもの

の改善だけでなく，保険者担当者に対する

支援に関わる課題が指摘できる．第１に，

比較的使いやすい WebGIS のソフトであ

りマニュアルは整備したとは言え，操作法

についての実演講習会が必要と思われる．

第２に，このシステムを活用した地域診断

と１次予防に着目した政策立案の支援であ

る．効果検証にシステムを使う前提は，効

果が期待される介護予防活動が行われてい

ることである．介護保険担当者も数年で移

動している実態があるため，定期的な研修

が必要と思われる．

今後の研究上の課題としては，①10万人の

大規模（追跡）調査で縦断データ入手及び分

析，②既存データを用いた指標群の妥当性の

検証と科学的な根拠づくり，③Good Practic

e収集と，④それらの保険者や事業者（特養）

を対象としたモニタリングと効果の検証，⑤

政策マネジメント支援ツールやシステムの機

能強化などである． 

E 結論 

 本研究によって，介護予防政策とケアの

質評価に有用なベンチマーク・システムの

プロトタイプを開発できた．介護予防 WG
では，ベンチマークの枠組みと指標群を開

発すると共に，データの入手可能性や指標

の妥当性などを検証できた．フィードバッ

クのための Website を開発し，保険者担当

者の 96％から積極的な評価を得た．ケアの

質 WG では，要介護認定データから要介護

維持改善率などの指標を開発し，blind 
study による特養の現地調査でのケアの質

評価結果との間に高い基準関連妥当性が示

された．

このような研究を継続し，根拠と現場の意

見に基づいて指標やシステムの改訂を重ねて

いけば，根拠に基づく課題の設定やプラン立

案，現状・プロセス・アウトカムの「見える

化」に資する「介護保険の総合的政策評価ベ

ンチマーク・システムの開発」は実現可能で

あると思われた． 
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竹田 徳則（星城大学リハビリテーション学部教授） 

泉田 信行（国立社会保障・人口問題研究所社会保障応用分析部第 1室長） 

野口 晴子（早稲田大学政治経済学術院教授） 

藤野 善久（産業医科大学医学部准教授） 

白井こころ（琉球大学法文学部准教授） 

近藤 尚己（東京大学大学院医学系研究科准教授） 

吉井 清子（日本福祉大学社会福祉学部准教授） 

羽田  明（千葉大学大学院環境医学講座教授） 

等々力英美（琉球大学大学院医学研究科准教授） 

川島 典子（筑紫女学園大学短期大学部講師） 

市田 行信 （日本福祉大学健康社会研究センター客員研究員／株式会社 EBP（政策基礎研究所））

冷水  豊（日本福祉大学地域ケア研究推進センター研究フェロー・大学客員教授） 

平野 隆之（日本福祉大学地域ケア研究推進センター長） 

長澤紀美子（高知県立大学社会福祉学部教授） 

斉藤 雅茂（日本福祉大学社会福祉学部准教授） 

山本 龍生（神奈川歯科大学社会歯科学講座准教授）

三澤 仁平（立教大学社会学部助教） 

山田  実（京都大学大学院医学研究科助教） 

鈴木 佳代（日本福祉大学健康社会研究センター主任研究員） 

鈴木 孝太（山梨大学大学院医学工学総合研究部准教授） 

菖蒲川由郷（新潟大学大学院医歯学総合研究科助教） 

山谷麻由美（長崎県立大学看護栄養学部助教）※旧姓：吉原麻由美

中川 雅貴（国立社会保障・人口問題研究所国際関係部研究員） 

相田  潤（東北大学大学院歯学研究科准教授） 

伊藤美智予（日本福祉大学健康社会研究センター主任研究員） 

研究協力者（50音順・敬称略） 

芦田 登代（大阪大学大学院国際公共政策研究科博士課程） 

伊藤 大介（日本福祉大学健康社会研究センター研究員） 

大塚 理加（国立長寿医療研究センター在宅連携医療部特任研究員） 

甲斐 裕子（ 明治安田厚生事業団体力医学研究所副主任研究員）

金森  悟（順天堂大学医療看護学部助教） 

小橋  元（独立行政法人放射線医学総合研究所企画部研究倫理企画支援室室長） 

中出 美代（東海学園大学健康栄養学部准教授） 

中村 裕子（社会福祉法人仁至会 認知症介護研究・研修大府センター主任研修指導主幹） 

林  尊弘（名古屋大学医学部付属病院医療技術部リハビリ部門） 

平田 幸夫（神奈川歯科大学社会歯科学講座教授） 

藤田 美鈴（千葉大学大学院環境医学講座助教） 

松本 大輔（畿央大学健康科学部理学療法科助教） 

宮國 康弘（日本福祉大学大学院修士課程） 
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